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産業革命前からの世界の平均気温上昇を2℃未満
に抑える。

加えて、平均気温上昇1.5℃未満を目指す

COP21(パリ協定) 2015

http://unfccc.int/resource/docs/2015/cop21/eng/10a01.pdf
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18世紀半ばから19世紀にかけて起こった一連の
産業の変革と石炭利用によるエネルギー革命、そ
れにともなう社会構造の変革

工場制機械工業が成立
蒸気船・鉄道による交通革命
近代住宅・建築・都市の出現
一人あたりGDPの増加
世界人口の増加

産業革命とは
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日本の二酸化炭素排出量（2021）
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17.4%

14.4%

住宅・建築分野はカーボンニュートラルには非常に重要な分野!

エネルギー転
換部門
7.1%

産業部門
35.1%

運輸部門
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家庭部門
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非エネルギー起
源

7.9%

業務その他部門
17.9%

環境省資料から作成
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省エネ X 原単位の改善

kWh × CO2/kWh=CO2
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ネガティブエミッション技術
CCUS, DACCS, BACCS..

電化の促進省エネ
需要の削減

カーボンニュートラル

Source: Modified from METI, Green Innovation

エネルギー消費量
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非電源の脱炭素化
H2, Biomass, NH3, e-メタ

ン..

電源の脱炭素化

省エネ
需要の削減

電力 非電力

どのようにして脱炭素社会にするのか

省エネと需要の削減は同じ意味ではない!
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第53回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（2023年6月28日)へ著者加筆
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/index.html

G7各国のエネルギー自給率
 日本の一次エネルギー自給率は13％と極めて低い
 エネルギー安全保障・食料安全保障の問題あり

食料自給率エネルギー自給率

38％13％日本

121％104％米国

70％63％英国

131％54％フランス

84％35％ドイツ

58％23％イタリア

233％186％カナダ
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COP30（ブラジル）2025年11月 ← NDC提出 ←ーーー
2035年までに60％削減することの緊急性が高まっていることを強調する（2023:G7気候・エネルギー・環境大臣会合コミュニケ）
→これは2019年比である。2013年度比では、66％削減になる

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/index.html に田辺加筆

2024年7月2日、7月23日～

6月28日（金）
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省エネ法の改正（2023年4月施行）

エネルギーの使用の合理化等に関する法律

↓

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの
転換等に関する法律
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https://www.shugiintv.go.jp/jp/index.php?ex=VL&deli_id=53935&media_type=

衆議院経済産業委員会省エネ法関連法案審議
（2022年4月20日）
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https://www.shugiintv.go.jp/jp/index.php?ex=VL&deli_id=53935&media_type=
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省エネ法の改正

1. 全てのエネルギーの省エネ
2. 非化石エネルギーへの転換
3. 需要の最適化
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https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2024/062/
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省エネ法の対象拡大（社用車・公用車）

第46回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー小委員会（2024年9月3日）
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/sho_energy/046.html
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2015年 建築物省エネ法

エネルギーの使用の合理化等に関する法律
（省エネ法）

↓

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律
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設計一次エネルギー消費量
BEI=

基準一次エネルギー消費量

1.0が最低基準、小さくなるほど良い!

BEI（Building Energy Index）
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2050年に目指すべき住宅・建築物の姿
 （省エネ）ストック平均でZEH・ZEB基準の水準の省エネ性能（※１）が確保さ

れる。
 （再エネ）導入が合理的な住宅・建築物における太陽光発電設備等の再生可能エ

ネルギー導入が一般的となる。

2030年に目指すべき住宅・建築物の姿
 （省エネ）新築される住宅・建築物についてはZEH・ZEB基準の水準の省エネ性

能（※２）が確保される。
 （再エネ）新築戸建住宅の６割において太陽光発電設備が導入される。

（※１）「ストック平均でZEH・ZEB基準の省エネ性能の確保」とは、
住宅 :一次エネルギー消費量を省エネ基準から20％程度削減、
建築物:用途に応じて30％又は40％程度削減されている状態

（※２）
住宅:強化外皮基準及び再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネ基
準値から20％削減
建築物:再生可能エネルギーを除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネ基準値から用途に
応じて30%削減又は40%削減（小規模は20%削減）

2050年及び2030年に目指すべき姿
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ZEB（ネット・ゼロ・エネルギービル）
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神奈川県・開成町

https://www.town.kaisei.kanagawa.jp/forms/info/info.aspx?info_id=9152から引用

開成町は、開成町新庁舎の設計段階において、建
築物省エネルギー性能表示制度（BELS）の
「Nearly ZEB」及び「最高ランク☆☆☆☆☆」
の認証を庁舎として全国で初めて取得した

公共建築では設計・施工のプロセスが大切
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早稲田アリーナ

2018年12月
山下設計
清水建設
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1.都道府県が整備する新築建築物について、ZEB 
Ready相当(50％ 以上の省エネ)を目指します

2.都道府県が新たに導入する公用車は、原則電動車
を目指します

3.都道府県有施設で使用する電力について、 再エネ
電力への切り替えに最大限取り組みます

全国知事会（2022年7月5日）
脱炭素・地球温暖化対策行動宣言

https://www.nga.gr.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/2/20220705datsutanso7.pdf
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太陽光発電

5kW = 20 パネル × 250W 
1kW=5m2 設置には約10m2 必要
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平地面積あたりの日本の太陽光設備容量は世界最大・ドイツの2倍
置き場所を考える必要あり

面積あたりの各国太陽光設備容量
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平地面積あたりの太陽光設備容量（kW/km2）
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再生可能エネルギーの進捗状況（2024年6月13日）
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エネルギーを最適管理する司令塔

￥

火力発電所など

水力発電所

太陽光発電／ガスタービン発電機／蓄電
池設備つきビル

ICTによる制御

変電所

風力発電所

エネルギー貯蔵設備

電気の流れ

情報の流れ

送配電網

電気自動車

蓄電池

太陽光パネル

ZEHZEH

HP給湯器
燃料電池

電力ネットワーク
（グリッド）

電力ネットワーク
（グリッド）

ZEBZEB

太陽光発電所

揚水発電所

再生可能エネルギー電源

スマートメーター

スマートコミュニティスマートコミュニティ

電力品質（電圧・周波数）問題 賢い省エネの実行

早稲田大学スマート社会技術融合研究機構（ACROSS http://www.waseda.jp/across/）

変動型再エネを有効活用するには
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英国不動産の環境規制

F, Gランクの建物は賃貸などができない
英国で2030年から環境規制強化により、EPCがBランク以上のみのビ

ル以外は賃貸できなくなる方針
しかし、オフィスストックのうち、EPCがB以上は20%程度しかない

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/970192/non-
domestic-prs-mees-epc-b-future-trajectory-implementation.pdf

https://urpltd.co.uk/landlords-mees/
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フランスの不動産屋の店頭表示

→エネルギー

→CO2

撮影:田辺新一



Department of Architecture, WASEDA University 28

 2024年から原則25,000sft（約2,500m2）の建築物に対して排出規
制を実施、60の用途に分類

 2030年には更なる規制強化を行う
 対象は約50,000棟、住宅59%、非住宅41％をカバー
 再生可能エネルギー等によるオフセット選択可能
 年間排出量制限値と実排出量の差に268ドルを乗じた罰金

ニューヨーク市の規制（LL33＋97）

https://www.nyc.gov/site/sustainablebuildings/ll97/local-law-97.page
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ニューヨーク市の規制（LL33+LL97）

https://www.nyc.gov/assets/sustainablebuildings/html/LL97-n-LL33-map.html
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D: 
リサイクル再利用

D
再利用
リサイクル
エネルギー回収C1

撤去・解体

C2
廃棄物の輸送

C3
中間処理

C4
廃棄物の処理

C1-C4: 
解体段階

ホールライフカーボン評価

B1-B5
使用
メンテナンス
修繕
交換
改修

B6-B7
運用時のエネルギー消費
運用時の水消費

B1-B5, B6-B7: 
使用段階

EN15978, 2011ホールライフカーボン (A1-A5, B1-B5, B6-B7, C1-C4, D)

A4
現場への輸送

A5
施工

A4-A5: 
建築施工段階

A1-A3: 
資材製造段階

A1
原材料の調達

A2
工場への輸送

A3
製品の製造

早稲田大学田辺研究室・新藤幹作成
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ゼロカーボンビル（LCCO2ネットゼロ）推進会議

IBECsに、産官学の連携により、総合的にLCCO2を実質ゼロにする建築物について、
その評価手法を整備し、普及促進を図ること目的として、「ゼロカーボンビル推進
会議」を設置

J-CAT（計算ツール）公表
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2つの対策

• Mitigation:緩和
省エネ、再エネ利用、CCUSなど

• Adaptation:適応
気候災害、高温化、豪雪、火災など



Department of Architecture, WASEDA University 33

2018年の損害保険支払額は、台風21号1兆678
億円、台風24号3,061億円、西日本豪雨1,956
億円

2019年の損害保険支払額は、台風15号4,656
億円、台風19号5,826億円

東日本大震災時の再保険支払額は、約1兆2,894
億円

日本の自然災害による経済損失

東京大学高村ゆかり教授資料などから引用
日本損害保険協会 風水害等による保険金の支払い (2023年3月31日）
https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/disaster/index.html


